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指定就労継続支援Ａ型の
基準改正等について

平成２９年６月２７日



♢特定障害福祉サービスへ就労継続支援Ａ型を追加

障害福祉計画に基づき指定を制限できる、特定障害福祉サービスへ

就労継続支援Ａ型が追加され、総量規制の対象となりました。

今後、障害福祉計画に基づき、事業の指定、定員の増加を認めない

判断を行う場合があります。

【特定障害福祉サービス】

障害福祉計画で定めているサービスの量が、必要な量に達している、

この指定申請によって超える、その他障害福祉計画の達成に支障を生

じるおそれがある場合は、指定しないことができます。

また、サービスの量を変更する場合も、同様に取り扱います。
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指定就労継続支援Ａ型の基準改正について ①



♢利用者の希望を踏まえた就労機会の提供

事業者は、利用者の希望を踏まえた、就労機会を提供する必要があ

ります。

【就労継続支援Ａ型計画】

個別支援計画については、利用者個々の意向、適正、障害特性等を

把握した内容を記載するとともに、そのことを踏まえた労働時間設定の

理由を記載する必要があります。
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指定就労継続支援Ａ型の基準改正について ②



♢利用者へ支払う賃金総額以上の事業収益を確保

事業者は、生産活動に係る事業収入から必要経費を控除した額を、

賃金の総額以上にする必要があります。
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指定就労継続支援Ａ型の基準改正について ③



♢利用者へ自立支援給付からの賃金等支払いを禁止

事業者は、利用者へ支払う賃金及び工賃について、自立支援給付

から充当できません。

【自立支援給付から賃金等を支払った場合】

利用者へ支払う賃金総額以上の事業収益を確保できておらず、自立

支援給付から利用者へ賃金等を支払っている場合は、基準違反となり、

処分も検討されます。
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指定就労継続支援Ａ型の基準改正について ④



♢事業者が定める運営規程の項目を追加

事業者が定める運営規程については、生産活動の内容、利用者の

労働時間及び賃金等の項目が追加されます。

【運営規程】

運営規程については、指定就労継続支援Ａ型の生産活動の内容、

利用者の労働時間及び賃金等を記載する必要があります。
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♢就労継続支援Ａ型計画

就労継続支援Ａ型計画については、利用者の知識及び能力の向上に努め、利

用者個々の意向、適正、障害特性等を把握した内容を記載するとともに、そのこと

を踏まえた労働時間設定の理由を記載してください。

なお、就労継続支援Ａ型計画の記載内容が、一人一人の利用者の希望を踏ま

えず、画一的なものとなっている場合や記載内容に虚偽がある場合は、基準違反

となり、処分も検討されます。

【記載内容】

１ 利用者の希望する業務内容、労働時間、賃金、一般就労の希望の有無等

２ 利用者の希望する生活や課題等を踏まえた短期目標、長期目標

３ 利用者の希望を実現するための具体的な支援方針、内容
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♢経営改善計画書の作成等

事業所は、直近の会計年度の生産活動の収支について、就労支援事業別事業活動明細

書を作成してください。

利用者へ支払う賃金総額以上の事業収益を確保していない事業所については、経営改

善計画書も作成し、事業所のホームページで公表する必要があるとともに、計画始期から１

年経過後、その実行状況と経営改善状況が確認されます。

なお、収益を改善するため、利用者を退所させたり、不当に賃金を引き下げるなど行った

場合は、就労継続支援Ａ型事業の趣旨に反するものであることから、収益改善があったもの

と認められません。

【経営改善計画書の作成等しない場合】

経営改善計画書を作成しない場合、その記載内容に虚偽がある場合、経営改善の見込

みがない場合は、基準違反となり、処分も検討されます。
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♢運営規程

運営規程については、指定就労継続支援Ａ型の生産活動の内容、

利用者の労働時間及び賃金等を記載する必要があります。

【運営規程の作成等を行わない場合】

運営規程の作成、提出を行わない場合や運営規程の記載内容に虚

偽がある場合は、基準違反となり、処分も検討されます。
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♢情報公表

事業所の利用を考えている障害者等が、適切な事業所を選択できる

ような情報について、事業所のホームページで公表する必要がありま

す。

【公表内容】

１ 貸借対照表、事業活動計算書、就労支援事業活動計算書、

就労支援事業別事業活動明細書

２ 主な生産活動の内容

３ 平均月額賃金
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♢提出等期限

平成２９年７月１０日（月）必着

１ 就労継続支援Ａ型計画

２ 就労支援事業別事業活動明細書

３ 運営規程

※ 経営改善計画書（利用者へ支払う賃金総額以上の事業収益を確保していない場合）

♢届出方法

直接持参又は郵送にて届出

♢提出先

〒252-5277 相模原市中央区中央２丁目11番15号

相模原市健康福祉局福祉部 障害政策課 指定・指導班

【情報公表】

事業所のホームページで貸借対照表等または経営改善計画書を公表した場合は、速やかに相模原

市へ報告してください。
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